
この本契約書は　　　　　　　　様（以下「利用者」という）と新潟医療生活協同組合（以下「事業者」と

いう）との間で、赤いふうせんにおける小規模多機能型居宅介護サービス及び介護予防小規模多機能型居宅

介護サービス（以下「サービス」という）を実施するための取り決めを行う為に作成します。

第1条（契約の目的）

1　事業者は、介護保険法令等の主旨に従い、要介護状態や要支援状態にある利用者が住み慣れた地域での

  生活を継続しその有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう支援すること

  を目的として、その居宅において又はサービスの拠点に通い、もしくは短期的に宿泊し、利用者の生活の

  支援と社会的な孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的精神的負担の軽減を図りま

  す。

第２条（契約期間）

1　この契約の契約期間は次のとおりとします。

　   契約の開始日　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　日

　   契約の満了日　　　　利用者の要介護（又は要支援）認定の有効期間の満了日

　  　　　　　　 　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　日

2　 契約満了日までに登録者から契約を終了する旨申し出がない場合、契約は自動的に更新されます。

第3条（（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画の作成・変更）

1　事業者は、利用者の心身の状況、その置かれている環境及び希望に踏まえて（介護予防）小規模多機能

  型居宅介護計画（以下「サービス計画」という）を作成し、サービス計画作成後も該当計画の実施状況の

 把握に努めます。

2　サービス計画には、生活支援等の目標や目標達成のための具体的なサービス内容等を記載します。

3　事業者は、次のいずれかに該当する場合には、第1条に規定する（介護予防）小規模多機能型居宅介護

  サービスの目的に従い、サービス計画の変更を行います。

　①　利用者の心身の状況、その置かれている環境の変化により、当該当サービス計画を変更する必要があ

  る場合

　②　利用者がサービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合

4　前項の変更に際して、医療系サービスなどの居宅サービス計画の変更が必要となる場合は、速やかに関

  係事業者に連絡するなど必要な援助を行います。

5　事業者はサービス計画を作成しまたは、変更した際は、これを利用者及びその代理人、家族に対し説明

  し、その同意を得るものとします。

第４条（（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスの内容及びその提供）

1　事業者は、（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスとして、①サービス拠点において利用者に対

  し日常生活上の世話及び機能訓練を提供するサービス（以下「通いサービス」という）、②利用者の居宅

  に訪問して介護等を行うサービス（以下「訪問サービス」という）、③サービスの拠点に宿泊するサービ

  ス（以下「宿泊サービス」という）④その他電話連絡による見守り等のサービスを柔軟に組み合わせ、サ

  ービス計画に沿って提供します。

2　事業者は、利用者のサービスの実施状況に関する記録を整備し、その完結の日から５年間保存します。

3　利用者及びその代理人、家族は、必要がある場合には、事業者に対し前項の記録の閲覧及び自費による

  複写を求めることができます。

(介護予防）小規模多機能型居宅介護　赤いふうせん

利用契約書



第５条（緊急時の対応）

1　事業者は、現にサービスの提供を行っているときに利用者に容態の急変が生じた場合、その他必要な場

  合は速やかに利用者の主治医に連絡を取るなど必要な対策を講じます。

第６条（利用負担金の支払い及び滞納など）

1　本サービスの利用料は月額制です。月途中から登録した場合または登録を終了した場合、利用者は登録

  した期間に応じて日割りした料金を事業者に支払います。

2　月途中で要介護度が変更となった場合には、日割り計算により、それぞれの単価に基づいて利用料を計

      算します。

3　介護保険給付費のほか、利用者は重要事項に定める利用料金を事業者に支払うものとします。

4　前項に定める利用者負担金については、事業者は月毎にまとめた上で、サービスを利用した月の翌々月

  に請求書を発行し、その月の指定する日に事業者の指定する金融機関の口座から引き落とします。

5　利用者負担金の引き落としに要する料金については、利用者の負担とします。

6　利用者が正当な理由なく、事業者に支払うべき利用者負担額を2カ月分以上滞納した時は、事業者は1カ

  月以上の猶予期間を置いた上で支払期間を定め、この期間までに利用者負担金を支払わない場合は、契約

  を解約する旨通知する事が出来ます。

7　事業者は利用者と支払いについて調整の努力を行い、かつ調整の期間を（通知から1カ月）を経過した

  場合、この契約を文章により解約する事が出来る事とします。

第7条（利用の中止、変更、追加）

1　利用者は、利用期日前においてサービスの利用を中止、変更もしくは新たなサービスの利用を追加する

  ことができます。この場合には、原則としてサービスの実施日の前日までに事業者に申し出るものとしま

  す。

2  事業者は、前項に基づく利用者からのサービス利用の申し出に対して、他の利用状況により、契約者の希

  望する日時にサービス提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示して協議するものとします。

第8条（利用料金の変更）

1　サービス利用料金について、介護保険給付費体系の変更があった場合、事業者は該当サービスの利用料

 金を変更することができるものとします。

2　介護保険給付外のサービス利用料については、経済状況の著しい変化やその他やむを得ない理由がある

  場合は、事業者は、利用者に対して変更を行う１カ月までに説明した上で、該当サービスの利用料金を変

  更することができます。

3　利用者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約することができます。

第9条（事業者及びサービス従事者の義務）

1　事業所及び従事者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命、身体、財産の安全、確保に配慮する

  ものとします。

2　事業者は、利用者の健康管理を適切に行うため、主治医との密接な連携に努めるものとします。

3　事業者は、自ら提供する（介護予防）小規模多機能型居宅介護の質の評価を行い、それらの結果を公表

   し、常にその改善を図るものとします。

4　事業者は、事業の運営にあたって、地域の住民またはその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地

  域との交流を図るものとします。



第10条（守秘義務等）

1　事業者及び従業者は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族等に関する秘密及び個人情

  報については正当な理由がない限り、契約中及び契約終了後、また、関係職員の退職後においても第三者

  に漏洩しません。

2　第1項の規定にかかわらず、事業者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法

  律に定める通報ができるものとし、その場合、事業者は秘密保護義務違反の責任を負わないものとします。

3　事業者は、利用者及び利用者の家族の個人情報について下記のとおり取り扱うこととします。利用者が

  この取り扱いの中で同意できない事項がある場合は、予め申し出るものとし、事業者は申し出の主旨に沿

  って誠実に対応するものとします。

＜個人情報の取り扱いについて＞

事業者は、個人情報の保護に関する方針を定め、個人情報の利用にあたっては、以下の利用目的の範囲で

のみ利用いたしますので、あらかじめご了承をお願いいたします。

（1）　介護サービスを提供するための通常業務での利用目的

　介護サービスを提供するために、通常業務において次の目的で利用者の個人情報を利用いたします。

＜事業所内での利用＞

　①　利用者への（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスの提供及び説明

　②　利用者の家族への説明

　③　利用者の（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスの向上を目的とした研修及び事例研究

　④　介護保険事務および会計、経理事務

　⑤　事故報告

　⑥　（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料

　⑦　事業所での学生学生等の実習等への協力

　⑧　利用者に関わる管理運営業務

＜事業所外への情報提供を伴う利用＞

　①　利用者に居宅サービスを提供する居宅サービス事業者、介護保険施設及び医療機関、地域包括支援

   　 センター等ならびに保険者との連携、照会への回答

　②　介護報酬の請求業務等の介護保険事務

　③　実地指導等への対応や外部監査機関等への情報提供

　④　事故の報告、損害賠償保険等に係る保険会社等への相談または届出等

（2）　第三者への提供

     利用者及び利用者家族の個人情報は、あらかじめ利用者及び利用者家族の同意をいただくことなく、事

     業者の従業者以外の者に提供することはいたしません。ただし、上記（1）に該当する場合は、特にお

     申し出がない限り、介護サービスを提供するための通常業務として必要な範囲において第三者に提供い

     たします。

     ※この取り扱いについて同意しがたい事項がある場合は、その旨を担当者（説明者）または、担当窓口

     までお申し出下さい。お申し出がないものについては、同意していただいたものとして取り扱わせてい

     ただきます。

（3）　個人情報に対する安全策

　 私たちは、個人情報の紛失、破壊、外部への不正や流出、改ざん、不正アクセスを防ぐために個人情報

　 保護規定を整備し、合理的な安全策を講じます。

（4）　個人情報の開示・訂正・利用停止・削除

　 利用者の個人情報について開示を希望される場合、および個人情報の訂正、利用停止、削除等を希望さ

　 れる場合は、担当窓口までお申し出下さい。ご希望に対し、私たちの規程に従い誠実に対応させていた

     だきます。その際、所定の料金をいただく場合があります。

　　以上の内容にご同意をいただいたうえで、必要な情報の提供をお願いいたします。

　　必要な情報をいただけない場合には、サービスの提供に一部支障をきたすことがあります。

4　前第1項から3項以外の目的で、相手方に情報提供する場合は、別の文章により同意を得ることとしま

      す。



第11条（損害賠償責任）

1　事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき理由により利用者の生命・身

  体・財産等に損害を与えた場合は、その損害を賠償します。ただし、利用者の故意または、過失が認めら

  れる場合は、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められるときに限り、損害賠償責任を減じ

  ることができるものとします。

2　事業者は、利用者の生命・身体・財産等に損害を与えた場合は、ただちにその原因、対策等の概況を記

  載した文章を利用者又はその家族に対し交付し、併せて状況を十分に説明いたします。

3　事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、賠償責任を負いません。とりわけ以下の各号に該当す

  る場合には、事業者は賠償責任を免れます。

  （1）利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを告げず、また

     は、不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合

     (2)  利用者の急激な体調の変化等、事業者が実施したサービスを原因としない事由にもっぱら起因して

　  損害が発生した場合

     (3)  利用者が、事業者及び従事者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱら起因して損害が発生した

         場合

第12条（苦情処理）

1　事業者は、その提供したサービスに関する利用者等からの苦情に対して、苦情を受ける窓口を設置し、

  迅速かつ適正に対応するものとします。

2　利用者は、いつでも苦情の申し立てを行う事ができ、また、苦情の申し立てを行う事により、事業者は

  一切不利益な取り扱いを致しません。

3　事業者は、必要に応じて新潟県国民健康保険団体連合会へ、苦情の概要について報告し、適切な対応に

  ついて指示を仰ぎます。

第13条（利用者の解約権）

1　利用者は、7日間以上の予告期間を設ける事により、この契約をいつでも解約することが出来ます。

2　利用者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができます。

  （1）第8条第3項により本契約を解約する場合

    (2)  事業者のサービス提供に当たり、故意または過失により利用者またはその家族等の身体・財産・信

　用等を傷つけまたは著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合

第14条（事業者の解約権）

1　事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には本契約を解除することができます。

  （1）利用者が契約締結時に、その心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、ま

　 たは不実の告知などを行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合

  （2）利用者による第６条第6項に定める期間内にサービス利用料金の支払いがなく、事業者から催告にも

    かかわらずこれが支払われない場合

  （3）利用者が、故意または重大な過失により事業者、従事者または他利用者の生命・財産・信用等を傷

　 つけ、または著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた

     場合。

  （4）利用者が、事業者の通常の事業の実施地域外に転居し、事業者においてサービス提供の継続が困難で

　あると見込まれる場合

    (5)   事業所が介護保険法に基づく指定を取り消された場合、倒産した場合又はやむを得ない事由により

　事業所を閉鎖した場合

    (6)   利用者又はその家族、関係者等が、事業者に対して、暴力行為、ハラスメント、またはその他の

　不適切な行為により、事業者の再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、本契約の目的を

　達することが困難となった場合

　①　従業者に対して暴言、暴力、嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為

　②　パワーハラスメント、セクシャルハラスメント、カスタマーハラスメント等の行為

　③　サービス利用中に従業者の写真や動画撮影、録音などを無断でSNS等に記載すること



第15条（契約の終了）

1　この契約は、次のいずれかに該当する場合、終了します。

  （1）利用者が第2条第2項に定める契約を終了させようとする意思表示があり、契約期間が満了した場合

  （2）第13条に定める利用者からの意思表示がなされ、予告期間を満了した

    (3)   第14条に定める事業者から解約の意思表示がなされた場合

    (4)   次のいずれかに該当することにより、サービスを提供することができなくなった場合

　　　①　利用者の要介護（要支援）状態区分が自立になったとき

　　　②　利用者が介護保険施設や医療施設等へ入所または入院したとき

　　　③　利用者が死亡したとき

（5）事業者は、利用者又はその家族が事業者や事業所関係者に対して、この契約を継続しがたいほどの

　　  背信行為（次の各号を一例とする。）を行った場合は、文書で通知することにより、直ちにこの契

　　  約を解除することができます。

（1）利用者やその家族からのクレームについて、不当な内容や複数回の電話によって業務に支障を生じた

          とき

（2）利用者やその家族から暴言や暴行があったとき

（3）利用者やその家族からセクシャルハラスメントなどのハラスメントに該当する行為があったとき

　※『信頼関係を維持することが困難になった場合』『過剰なサービス内容の要求等に対応できない場合』

2　事業者は、前項（4）を除く各号により本契約が終了する場合には、利用者の心身の状況、置かれてい

　  る環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。

第16条（サービス提供の記録など）

　事業者は、第13条に定めた契約の終了にあたって必要があると認めた場合は。利用者の同意を得た上で、

利用者の指定する他の居宅介護事業者へサービスの提供の記録等の写しを交付するものとします。

第17条（契約外条項）

　本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は介護保険法その他諸法令の定め

るところに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。

重要事項説明書の参照をお願いします。

　上記の通りサービスの提供に関する契約を締結します。上記契約の証として、本契約書を2通作成し、

利用者及び事業者記名捺印の上、それぞれ1部づつを保有します。



年 月 日

指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスの提供の開始に際し、契約書の説明を行いました。

事業者 法人名 新潟医療生活協同組合

所在地 新潟市東区竹尾4丁目13番3号

業所名 小規模多機能型居宅介護　赤いふうせん

所在地 新潟市東区東中野山6丁目17番5号

代表者職・氏名　　　理事長　　鈴木　克夫　　　印

説明担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

この契約内容に同意し、サービスの利用を申し込みます。

また、第10条第3項に定める利用者の個人情報の利用について、同意します。

利用者 ご住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

身元引受人 ご住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（本人との続柄：　　　　　　　　　　　　　 ）

連帯保証人 ご住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（本人との続柄：　　　　　　　　　　　　　 ）

第10条3項に定める利用者の家族の個人情報の利用について、同意します。

家族代表 ご住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



 あなた（利用者）に対するサービスの提供開始にあたり、新潟市条例の規定に基づき、当事業所があなた

に説明するべき重要事項は、次の通りです。

1.　事業者概要

 法人の名称

 事業所の名称

 サービスの種類

 事業所の所在地

 電話番号・FAX番号

 指定年月日・事業所番号  平成28年　4月　1日 　　1 5 9 0 1 0 1 4 2 2

 利用定員  定員29名　（通い18名　宿泊9名）

 新潟市東区石山　・　東石山圏域

 通常の事業実施地域  新潟市東区東新潟（木戸小学校区のみ）・　大形　・　木戸圏域

 新潟市江南区大江山　・　横越圏域

2.　事業の目的と運営の方針

　要介護又は要支援状態にある利用者が、その有する能力に応じその居宅において自立した

　日常生活を営むことができるよう、通いを中心として、利用者の様態や希望卯に応じて随

　時訪問や宿泊を組み合わせ、生活の質の確保及び向上を図るとともに、社会的孤立の解消

　心身機能の維持並びに家族の身体的・精神的負担の軽減を図ることを目的とします。

　事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関係法令及びこ

　の契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健・医療・福祉サービス等と

　綿密な連携を図りながら、利用者の要介護状態の軽減や悪化の防止、もしくは要介護状態

　となることの予防のため、適切なサービスの提供に努めます。

3. 提供するサービスの内容

　サービス計画に沿って、入浴、排泄、食事等の介護、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認や

その他利用者に必要な日常生活及び機能訓練を行います。

4.　営業日時

5.　事業所の職員体制

(介護予防）小規模多機能型居宅介護　赤いふうせん

重要事項説明書

 新潟医療生活協同組合

運営の方針

 小規模多機能型居宅介護　赤いふうせん

 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護

 〒950-0839　新潟市東区東中野山6丁目17番5号

 TEL　025-276-5148　　　FAX　025-276-5119

事業の目的

営業日 　　365日

　　通い：　6時から21時まで

　　宿泊：　21時から翌日6時まで

　　訪問：24時間

サービス提供時間

　従事者の職所 勤務の形態・人数

　管理者

　介護支援専門員

　介護従事者

　1名（介護従事者と兼務）

　1名（介護従事者と兼務）

　10名以上（うち1名以上、看護師または准看護師）



6.　サービス提供の管理者

　あなたへのサービス提供の管理責任者（管理者）は以下のとおりです。

サービス利用にあたって、ご不明な点や要望などがありましたら、何でもお申し出ください。

7.　利用料金

　あなたがサービスを利用した場合の「基本利用料」は以下の通りであり、あなたからお支払し、いただく

「利用者負担金」は、利用単位数の合計に地域区分単価、1単位10.17円を乗じた料金の利用者負担額割合

（1割～3割）の額です。

ただし、介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合、超えた額の全額をご負担いただきま

す。

①　サービス利用料（介護保険給付対象）

　通い・宿泊・訪問全て含んだ一月単位の包括費用となります。介護報酬改定が行われた場合は変更される

場合もありますので予めご了承ください。

1割 2割 3割

要支援1 3,509　円 7,018　円 10,527　円

要支援2 7,091　円 14,181　円 21,272　円

要介護1 10,636　円 21,272　円 31,908　円

要介護2 15,632　円 31,263　円 46,894　円

要介護3 22,740　円 45,479　円 68,218　円

要介護4 25,097　円 50,193　円 75,290　円

要介護5 27,672　円 55,344　円 83,015　円

②　加算利用料（介護保険給付対象）

1割 2割 3割

1割 2割 3割

9,356　円 936　円 1,872　円 2,807　円

9,051　円 906　円 1,811　円 2,716　円

7,729　円 773　円 1,546　円 2,319　円

4,678　円 468　円 936　円 1,404　円

9,163　円 917　円 1,833　円 2,749　円

7,119　円 712　円 1,424　円 2,136　円

10,170　円 1,017　円 2,034　円 3,051　円

8,146　円

若年性認知症利用者

受け入れ加算（介護予防）
4,576　円 458　円 916　円 1,373　円 4,576　円

若年性認知症利用者

受け入れ加算（要介護）
8,146　円 814　円 1,628　円 2,444　円

61　円

認知症加算　Ⅰ 9,356　円

認知症加算　Ⅳ 4,678　円

科学的介護推進体制加算 40　円 4　円 8　円 12　円

認知症加算　Ⅱ

認知症加算　Ⅲ

9,051　円

7,729　円

加算の種類
1月あたり

利用料

法定代受領分
法定代理受領分以外

看取り連携体制加算

（死亡日から死亡日前30日以下）
650　円 65　円 130　円 195　円 650　円

初期加算

（登録日等より30日以内）
315　円 32　円 63　円 95　円

156,313　円

法定代受領分
法定代理受領分以外加算の種類

1日あたり

利用料

227,391　円

250,965　円

276,716　円

315　円

227,391　円

250,965　円

276,716　円

法定代理受領分以外要介護 1月あたりの利用料

35,087　円

70,905　円

106,358　円

35,087　円

70,905　円

106,358　円

看護職員配置加算（Ⅱ）

9,163　円

7,119　円

訪問体制強化加算 10,170　円

看護職員配置加算（Ⅰ）

156,313　円

管理者の氏名 管理者　菊池　健太

法定代受領分



1,017　円 102　円 204　円 306　円

2,034　円 204　円 407　円 611　円

下記の1割 下記の2割 下記の3割

下記の1割 下記の2割 下記の3割

下記の1割 下記の2割 下記の3割

下記の1割 下記の2割 下記の3割

③　その他の費用（介護保険給付対象外）

※その他、介護サービスの中での提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、利用者負担が適当と認められる費用は、利用者の負担となります。

（身の回り品・教養娯楽費等）

④　キャンセル料

　サービス利用前日の17時までにキャンセルの連絡を頂かない場合、各食事の費用をご負担いただきます。

　体調や容態の急変など、やむを得ない事情がある場合は、できるだけ早くご連絡ください。

⑤　支払い方法

　上記①から③までの利用料（利用者負担分の金額）は1カ月ごとにまとめて請求いたしますので、次の

　いずれかの方法によりお支払下さい。なお、利用者負担金の受領に関わる領収書等については、利用者

　負担金のお支払を受けた後、差し上げます。

介護職員等処遇改善加算

（Ⅱ）

下記の10割

1月の利用料金の14.6％（基本料金+各種加算減算）

介護職員等処遇改善加算

（Ⅲ）

下記の10割

1月の利用料金の13.4％（基本料金+各種加算減算）

介護職員等処遇改善加算

（Ⅳ）

下記の10割

1月の利用料金の10.6％（基本料金+各種加算減算）

　個人電気製品使用代　※使用者のみ　

　通常の事業実施地域外への送迎・訪門

　サービスを提供する場合に要する費用

　組合員1回　204円（税込）　非組合員1回　408円（税込）

　実費

　組合員1回　102円（税込）　非組合員1回　305円（税込）

　1日　100円（税込）

　1回　204円（税込）（片道）

料金の種類 利用料金

　宿泊費

　食費

　1泊　　2,500円

　朝食　400円　昼食　500円　夕食　500円　おやつ　100円

　洗濯代

　おむつ代

　テレビ借用代　

12,204　円

生活機能向上連携加算Ⅰ

生活機能向上連携加算Ⅱ

1,017　円

2,034　円

総合マネジメント

体制強化加算　Ⅰ
12,204　円 1,221　円 2,441　円 3,662　円

総合マネジメント

体制強化加算　Ⅱ
8,136　円 814　円 1,628　円 2,441　円 8,136　円

介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ）

下記の10割

1月の利用料金の14.9％（基本料金+各種加算減算）

7,628　円

6,508　円

2,289　円

6,508　円 651　円 1,302　円 1,953　円

サービス提供体制

強化加算Ⅰ

サービス提供体制

強化加算Ⅱ

7,628　円 763　円 1,526　円



8.　緊急時における対応方法

　サービス提供中に利用者の体調や容態の急変、その他の緊急事態が生じたときは、速やかに主治医及び

家族等へ連絡を行う等、必要な措置を講じます。

9.　非常災害対策

　当事業所では、防災計画に基づき、定期的な防災点検を行い、年2回消防署の職員や関係機関の方に

ご協力をいただき防災訓練を実施します。設備としてスプリンクラー、消火器、火災報知器などがあり、

非常口・避難経路などを確保しています。

10.　事故発生時の対応

　サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、市町村等へ連絡を行うと共に、

必要な措置を講じます。

11.　苦情相談窓口

　①　サービス提供に関する苦情相談は、当事業所の下記の窓口でお受けします。

　②　サービス提供時に関する苦情は、下記の機関にも申し立てることができます。

12.　サービスの利用にあたっての留意事項

　サービスのご利用にあたってご留意頂きたいことは、以下の通りです。

①　サービスの利用中に気分が悪くなったときは、すぐに職員へお申し出ください。

②　複数の利用者の方々が同時にサービスを利用するため、周りの方のご迷惑にならないようにお願い

        致します。

③　体調や容態の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに当事業所の

　　担当者へ連絡ください。

④　お金の貸し借りや物品の贈答は一切お断りいたします。

⑤　利用契約書第17条（契約外条項）に該当するものを「重要事項説明書　別表」に定めます。

　　利用者同士や、事業者従事者にたいするものであり、ご理解と順守をお願い致します。

13.事故発生時の対応

　サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族（身元引受人）、担当の支援専門

員（又は、地域包括支援センター）及び市町村等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

　サービス提供の送迎時に発生した場合も同様の対応を行うものとします。

附則　2019年　10月　1日　施行 改訂　・2024年　4月　1日  　　・2025年　4月　1日

支払要件等

サービスを利用した月の3カ月後の25日（祝休日の場合は直前の平日）に

あなたが指定する口座より引き落とします。

振込み

サービスを利用した月の3カ月後の25日までに、お振込みをお願い致します。

第四北越銀行　中山支店　普通口座番号：1434985

新潟医療生活協同組合　赤いふうせん

理事長　鈴木　克夫

事業所相談窓口

　電話番号　025-276-5148

　対応者職氏名　役職名：管理者　氏名：菊池健太

　面接場所　当事業所の相談室

苦情受付期間
　新潟市福祉部介護保険課

　新潟県国民健康保険団体連合

　電話番号　025-226-1273

　電話番号　025-285-3022

支払方法

口座引き落とし



年 月 日

事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項説明を行いました。

事業者 法人名 新潟医療生活協同組合

所在地 新潟市東区竹尾4丁目13番3号

業所名 小規模多機能型居宅介護　赤いふうせん

所在地 新潟市東区東中野山6丁目17番5号

　　　　代表者職・氏名 理事長　　鈴木　克夫　　　　　　　　　　　 印

説明担当者 印

    私は、事業者より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。また、この文章が契約書の

別紙（一部）となることについても同意します

利用者 住所

氏名

身元引受人 ご住所

氏名

（本人との続柄：　　　　　　　　　　　　　 ）

連帯保証人 ご住所

氏名

（本人との続柄：　　　　　　　　　　　　　 ）



（介護予防）　小規模多機能型居宅介護　赤いふうせん

　利用規約書　第17条および

　重要事項説明書　12.‐⑤より

サービス利用にあたっての禁止事項について、ご利用者様、ご家族様、関係者

などにおいて、次に掲げるいずれかの事由が発生した場合は、やむを得ずサー

ビスを終了する場合があります。ご理解と順守をお願い致します。

1.お金の貸し借り

2.物品の贈答

3.サービス計画書以外の要望

4.居住地周辺の徘徊の確認

5.暴力行為

6.口撃行為

7.パワーハラスメント、セクシャルハラスメント、カスタマーハラスメント

  行為

8.その他のハラスメント行為

9.従業者に対して行う暴言、暴力、嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為

10.サービス利用中に従業者の写真や動画撮影、録音など無断でSNSなどに記載

　 すること

(介護予防）小規模多機能型居宅介護　赤いふうせん

重要事項説明書　別表


